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参考資料 

サステナビリティ開示テーマ別基準第 2 号「気候関連開示基準」の改正に関する対照表 

改正部分に下線を付している。 
改正後 改正前 

サステナビリティ開示テーマ別基準第 2 号 

気候関連開示基準 
 

2025 年 3 月 5 日 

改正 2026 年 3 月 13 日 

サステナビリティ基準委員会 

サステナビリティ開示テーマ別基準第 2 号 

気候関連開示基準 
 

2025 年 3 月 5 日 

 

サステナビリティ基準委員会 

開示基準 

Ⅱ．用語の定義 

ⅰ．本基準において定義している用語 

(c) 指標及び目標 

6.  本基準は、指標及び目標に関して、次のように用語を定義し

ている。 

(1)～(13) （略） 

(14) 「ファイナンスド・エミッション」とは、報告企業が行っ

た投資及び融資に関連して、投資先又は相手方による温室

効果ガスの総排出のうち、当該投資及び融資に帰属する部

分をいう。ファイナンスド・エミッションは、スコープ 3 の

開示基準 

Ⅱ．用語の定義 

ⅰ．本基準において定義している用語 

(c) 指標及び目標 

6.  本基準は、指標及び目標に関して、次のように用語を定義し

ている。 

(1)～(13) （略） 

(14) 「ファイナンスド・エミッション」とは、報告企業が行っ

た投資及び融資に関連して、投資先又は相手方による温室

効果ガスの総排出のうち、当該投資及び融資に帰属する部

分をいう。 

2026 年 3 月 13 日 
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改正後 改正前 

カテゴリー15（投資）の温室効果ガス排出の全部又は一部

を構成する。投資及び融資には、融資、プロジェクト・ファ

イナンス、債券、株式投資及び未実行のローン・コミット

メントが含まれる。資産運用に関する活動を行う企業のフ

ァイナンスド・エミッションには、運用資産に帰属する温

室効果ガス排出が含まれる。 

(15)～(20) （略） 

 

 

 

 

 

 

(15)～(20) （略） 

Ⅲ．コア・コンテンツの開示 

ⅱ．戦 略 

(a) 開示目的 

16.  第 20 項から第 39 項に従った開示の作成にあたり、産業横断

的指標等（第 46 項参照）、及び IFRS S2 号「気候関連開示」（以

下「IFRS S2 号」という。）（2023 年 6 月公表、2025 年 12 月最

終改訂）の付属ガイダンスである「IFRS S2 号の適用に関する

産業別ガイダンス」（以下「『産業別ガイダンス』」という。）

に定義されている、開示トピックに関連する産業別の指標（第

86 項参照）を参照し、その適用可能性を考慮しなければならな

い。考慮した結果、適用すると結論付ける場合と、適用しない

と結論付ける場合とがある。 

Ⅲ．コア・コンテンツの開示 

ⅱ．戦 略 

(a) 開示目的 

16.  第 20 項から第 39 項に従った開示の作成にあたり、産業横断

的指標等（第 46 項参照）、及び国際サステナビリティ基準審議

会（以下「ISSB」という。）が公表する「IFRS S2 号の適用に関

する産業別ガイダンス」（2023 年 6 月公表）（以下「『産業別

ガイダンス』」という。）に定義されている、開示トピックに関

連する産業別の指標（第 86 項参照）を参照し、その適用可能性

を考慮しなければならない。考慮した結果、適用すると結論付

ける場合と、適用しないと結論付ける場合とがある。 

(b) 気候関連のリスク及び機会 

17.  気候関連開示を作成するにあたり、企業の見通しに影響を与

えると合理的に見込み得る気候関連のリスク及び機会を識別し

(b) 気候関連のリスク及び機会 

17.  気候関連開示を作成するにあたり、企業の見通しに影響を与

えると合理的に見込み得る気候関連のリスク及び機会を識別し
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改正後 改正前 

なければならない。このようなリスク及び機会を識別するにあ

たり、「産業別ガイダンス」に定義されている開示トピックを

参照し、その適用可能性を考慮しなければならない。考慮した

結果、適用すると結論付ける場合と、適用しないと結論付ける

場合とがある。 

なければならない。このようなリスク及び機会を識別するにあ

たり、ISSB が公表する「産業別ガイダンス」に定義されている

開示トピックを参照し、その適用可能性を考慮しなければなら

ない。考慮した結果、適用すると結論付ける場合と、適用しな

いと結論付ける場合とがある。 

ⅳ．指標及び目標 

(b) 気候関連の指標 

（温室効果ガス排出の絶対総量の開示） 

温室効果ガス排出の測定 

49.  第 46 項(1)に関連して、温室効果ガス排出は、「温室効果ガ

スプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」（以下「『GHG

プロトコル（2004 年）』」という。）に従って測定しなければ

ならない。 

 ただし、法域の当局又は企業が上場する取引所が、温室効果

ガス排出を測定するうえで異なる方法を用いることを企業の全

部又は一部に対して要求している場合、企業のその部分につい

て、当該方法を用いることができる。 

ⅳ．指標及び目標 

(b) 気候関連の指標 

（温室効果ガス排出の絶対総量の開示） 

温室効果ガス排出の測定 

49.  第 46 項(1)に関連して、温室効果ガス排出は、「温室効果ガ

スプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」（以下「『GHG

プロトコル（2004 年）』」という。）に従って測定しなければ

ならない。 

 ただし、法域の当局又は企業が上場する取引所が、温室効果

ガス排出を測定するうえで異なる方法を用いることを要求して

いる場合、当該方法を用いることができる。 

スコープ 3 カテゴリー15（投資）の温室効果ガス排出の測定及び

開示 

56-2. スコープ 3 カテゴリー15 の温室効果ガス排出を測定し開示

するにあたり、ファイナンスド・エミッション以外の温室効果

ガス排出について、カテゴリー15 から除外することができる。 

 

 

（新 設） 



 
 

 
- 4 - 

改正後 改正前 

また、スコープ 3 カテゴリー15 の温室効果ガス排出に含める

こととした金融活動について、当該金融活動に関連するデリバ

ティブに係る温室効果ガス排出をカテゴリー15から除外するこ

とができる。 

56-3. 第 56-2 項に従いスコープ 3カテゴリー15から除外すること

とした温室効果ガス排出がある場合、除外したカテゴリー15 の

温室効果ガス排出に関連する金融活動について、説明しなけれ

ばならない。 

また、第 56-2 項また書きに従いカテゴリー15 から除外した

デリバティブがある場合、当該デリバティブに関連する金融活

動及び何をデリバティブとして扱ったか（例えば、関連する財

務諸表の作成にあたり準拠した会計基準又は実務において、当

該項目がデリバティブの定義を満たしているかどうか等）につ

いて、説明しなければならない。 

（新 設） 

56-4. スコープ 3 カテゴリー15 の温室効果ガス排出については、

第 55 項の開示に加え、カテゴリー15 の温室効果ガス排出の開

示に含めたファイナンスド・エミッションの合計を小計として

開示しなければならない。 

（新 設） 

ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示 

57.  報告企業が次の 1 つ以上の活動を行う場合、ファイナンスド・

エミッション（カテゴリー15（投資）の温室効果ガス排出の全

部又は一部を構成する。）に関する追加的な情報を開示しなけ

ファイナンスド・エミッション 

57.  報告企業が次の 1 つ以上の活動を行う場合、ファイナンスド・

エミッションに関する追加的な情報を開示しなければならない

（別紙 C 参照）。 
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改正後 改正前 

ればならない（別紙 C参照）。 

(1)  資産運用に関する活動 

(2)  商業銀行に関する活動 

(3)  保険に関する活動 

 

(1)  資産運用に関する活動 

(2)  商業銀行に関する活動 

(3)  保険に関する活動 

（CO2相当の温室効果ガスの集約） 

直接測定の方法による場合 

66.  温室効果ガス排出を測定するにあたり、直接測定の方法によ

る場合、報告期間の末日において利用可能な、最新の「気候変

動に関する政府間パネル」（IPCC）の評価における、100 年の時

間軸に基づく地球温暖化係数を用いて、7 種類の温室効果ガス

を CO2相当量に変換しなければならない。 

 ただし、法域の当局又は企業が上場する取引所が、7 種類の温

室効果ガスを CO2 相当量に変換するうえで異なる地球温暖化係

数を用いることを企業の全部又は一部に対して要求している場

合、企業のその部分について、当該異なる地球温暖化係数を用

いることができる。 

（CO2相当の温室効果ガスの集約） 

直接測定の方法による場合 

66.  温室効果ガス排出を測定するにあたり、直接測定の方法によ

る場合、報告期間の末日において利用可能な、最新の「気候変

動に関する政府間パネル」（IPCC）の評価における、100 年の時

間軸に基づく地球温暖化係数を用いて、7 種類の温室効果ガス

を CO2相当量に変換しなければならない。 

見積りの方法による場合 

68.  第 67 項において、見積りにおいて使用する排出係数が、既に、

構成する温室効果ガスを CO2相当量に変換したものである場合、

報告期間の末日において利用可能な、最新の「気候変動に関す

る政府間パネル」（IPCC）の評価における、100 年の時間軸に基

づく地球温暖化係数を用いて、排出係数を再計算することは要

見積りの方法による場合 

68.  第 67 項において、見積りにおいて使用する排出係数が、既に、

構成する温室効果ガスを CO2相当量に変換したものである場合、

報告期間の末日において利用可能な、最新の「気候変動に関す

る政府間パネル」（IPCC）の評価における、100 年の時間軸に基

づく地球温暖化係数を用いて、排出係数を再計算することは要
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改正後 改正前 

求されない。 

 一方、見積りにおいて使用する排出係数が、構成する温室効

果ガスを CO2 相当量に変換したものではない場合、報告期間の

末日において利用可能な、最新の「気候変動に関する政府間パ

ネル」（IPCC）の評価における、100 年の時間軸に基づく地球温

暖化係数を用いなければならない。 

 ただし、法域の当局又は企業が上場する取引所が、7 種類の温

室効果ガスを CO2 相当量に変換するうえで異なる地球温暖化係

数を用いることを企業の全部又は一部に対して要求している場

合、企業のその部分について、当該異なる地球温暖化係数を用

いることができる。 

求されない。 

 一方、見積りにおいて使用する排出係数が、構成する温室効

果ガスを CO2 相当量に変換したものではない場合、報告期間の

末日において利用可能な、最新の「気候変動に関する政府間パ

ネル」（IPCC）の評価における、100 年の時間軸に基づく地球温

暖化係数を用いなければならない。 

（産業別の指標の開示） 

86.  企業に関連する産業別の指標のうち、主なものを開示しなけ

ればならない。開示する産業別の指標を決定するにあたり、「産

業別ガイダンス」に記述されている、開示トピックに関連する

産業別の指標を参照し、その適用可能性を考慮しなければなら

ない。考慮した結果、適用すると結論付ける場合と、適用しな

いと結論付ける場合とがある。 

（産業別の指標の開示） 

86.  企業に関連する産業別の指標のうち、主なものを開示しなけ

ればならない。開示する産業別の指標を決定するにあたり、ISSB

が公表する「産業別ガイダンス」に記述されている、開示トピ

ックに関連する産業別の指標を参照し、その適用可能性を考慮

しなければならない。考慮した結果、適用すると結論付ける場

合と、適用しないと結論付ける場合とがある。 

Ⅳ．適用時期等 
ⅰ．適用時期 

100. サステナビリティ開示基準に従った開示を行う場合には、本

基準を含むサステナビリティ開示基準のすべての定めを適用し

Ⅳ．適用時期等 
ⅰ．適用時期 

100. 本基準は、「適用基準」及び「一般基準」と同時に適用しなけ

ればならない。 
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改正後 改正前 

なければならない。 

101. 2025 年に公表された本基準（以下「2025 年基準」という。）

は、公表日である 2025 年 3 月 5 日以後終了する年次報告期間に

係る気候関連開示から適用する。 

101. 本基準は、公表日以後終了する年次報告期間に係る気候関連

開示から適用することができる。 

101-2. 2026 年に改正された本基準（以下「2026 年改正基準」とい

う。）は、2027 年 1 月 1日以後開始する年次報告期間に係る気

候関連開示から適用する。 

ただし、2025 年 12 月 11 日以後終了する年次報告期間に係る

気候関連開示について、2026 年改正基準を適用することができ

る。この選択を行う場合、その旨を開示しなければならない。 

（新 設） 

ⅱ．経過措置 

(a) 法令の定めに基づきサステナビリティ開示基準に従った開

示を行う場合 

（本基準の最初の適用） 

102. （略） 

ⅱ．経過措置 

(a) 法令の定めに基づきサステナビリティ開示基準に従った開

示を行う場合 

 
102. （略） 

103. 本基準を適用する最初の年次報告期間においてのみ、次のい

ずれか又は両方の経過措置を適用することができる。この経過

措置を適用する場合、その旨をそれぞれ開示しなければならな

い。 

(1)  本基準を適用する最初の年次報告期間の直前の年次報告

期間において、温室効果ガス排出の測定に「GHG プロトコル

（2004 年）」又は法域の当局若しくは企業が上場する取引

103. 本基準を適用する最初の年次報告期間においてのみ、次のい

ずれか又は両方の経過措置を適用することができる。この経過

措置を適用する場合、その旨をそれぞれ開示しなければならな

い。 

(1)  本基準を適用する最初の年次報告期間の直前の年次報告

期間において、温室効果ガス排出の測定に「GHG プロトコル

（2004 年）」又は法域の当局若しくは企業が上場する取引
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改正後 改正前 

所が要求している方法（第 49 項ただし書き参照）以外の測

定方法を用いていた場合、当該測定方法を用いることがで

きる。この場合、温室効果ガス排出の測定方法及び測定ア

プローチについて、次の事項を開示しなければならない。 

①  温室効果ガス排出を測定するために用いた方法 

②  ①を選択した理由 

③  適用した測定アプローチ 

④  ③を適用した理由 

⑤  ③において適用した測定アプローチが、どのように

気候関連の指標及び目標に関する開示目的（第 43 項参

照）と関連しているか 

(2)  スコープ 3 温室効果ガス排出（第 47 項(3)参照）を開示

しないことができる（ファイナンスド・エミッションに関

する追加的な情報の開示（別紙 C参照）を含む。）。 

所が要求している方法（第 49 項ただし書き参照）以外の測

定方法を用いていた場合、当該測定方法を用いることがで

きる。この場合、温室効果ガス排出の測定方法及び測定ア

プローチについて、次の事項を開示しなければならない。 

①  温室効果ガス排出を測定するために用いた方法 

②  ①を選択した理由 

③  適用した測定アプローチ 

④  ③を適用した理由 

⑤  ③において適用した測定アプローチが、どのように

気候関連の指標及び目標に関する開示目的（第 43 項参

照）と関連しているか 
(2) スコープ 3 温室効果ガス排出（第 47 項(3)参照）（ファイ

ナンスド・エミッションに関する追加的な情報（別紙 C 参

照）を含む。）を開示しないことができる。 
（2026 年改正基準の適用） 

104-2. 2026 年改正基準を適用する最初の年次報告期間において、

実務上不可能である場合を除き、次のとおり比較情報を更新し

なければならない。 

(1)  「GHG プロトコル（2004 年）」の使用に関する第 49 項た

だし書きの方法を用いることを選択した場合、又は地球温

暖化係数の使用に関する第 66 項ただし書き若しくは第 68

項ただし書きの方法を用いることを選択した場合、前報告

 
（新 設） 
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改正後 改正前 

期間に当該方法を用いて測定していたものとして、前報告

期間に開示した温室効果ガス排出を更新する。 

(2)  前報告期間にスコープ 3カテゴリー15の温室効果ガス排

出を開示していた場合、前報告期間に第 56-4 項の定めを適

用していたものとしてファイナンスド・エミッションの小

計を開示する。 

(3)  前報告期間にファイナンスド・エミッションの情報を産

業別に分解して開示していた場合、C5 項(5)又は C6 項(5)

の定めを適用して選択された産業分類システムを用いて、

前報告期間の情報を分解する。 

(b) 任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行う場合 

（本基準の最初の適用） 

105. 本基準を適用する最初の年次報告期間においてのみ、第 103

項(1)及び(2)のいずれか又は両方の経過措置を適用することが

できる。 

(b) 任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行う場合 

 

105. 本基準を適用する最初の年次報告期間においてのみ、次のい

ずれか又は両方の経過措置を適用することができる。この経過

措置を適用する場合、その旨をそれぞれ開示しなければならな

い。 

(1)  本基準を適用する最初の年次報告期間の直前の年次報告

期間において、温室効果ガス排出の測定に「GHG プロトコル

（2004 年）」又は法域の当局若しくは企業が上場する取引

所が要求している方法（第 49 項ただし書き参照）以外の測

定方法を用いていた場合、当該測定方法を用いることがで

きる。この場合、温室効果ガス排出の測定方法及び測定ア
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プローチについて、次の事項を開示しなければならない。 

①  温室効果ガス排出を測定するために用いた方法 

②  ①を選択した理由 

③  適用した測定アプローチ 

④  ③を適用した理由 

⑤  ③において適用した測定アプローチが、どのように

気候関連の指標及び目標に関する開示目的（第 43 項参

照）と関連しているか 

(2)  スコープ 3 温室効果ガス排出（第 47 項(3)参照）（ファ

イナンスド・エミッションに関する追加的な情報（別紙 C 参

照）を含む。）を開示しないことができる。 

（2026 年改正基準の適用） 

105-2. 2026 年改正基準を適用する最初の年次報告期間において、

比較情報を開示する場合には、実務上不可能である場合を除き、

第 104-2 項(1)から(3)に従って比較情報を更新しなければなら

ない。 

 

（新 設） 

Ⅴ．議 決 
106. 2025 年基準は、第 49 回サステナビリティ基準委員会に出席

した委員 13 名全員の賛成により承認された。なお、出席した委

員は、以下のとおりである。 

（略） 

Ⅴ．議 決 
106. 本基準は、第 49 回サステナビリティ基準委員会に出席した委

員 13 名全員の賛成により承認された。なお、出席した委員は、

以下のとおりである。 

（略） 
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106-2. 2026 年改正基準は、第 65 回サステナビリティ基準委員会

に出席した委員 12 名の賛成により承認された。なお、出席した

委員は、以下のとおりである。 

（略） 

（新 設） 

別紙 C：ファイナンスド・エミッションに関

する追加的な情報の開示 

本別紙について 

C1.  本別紙は、第 57 項に定めるファイナンスド・エミッションに

関する追加的な情報の開示の詳細について定めることを目的と

しており、本基準を構成するものである。 

別紙 C：ファイナンスド・エミッション 

 

本別紙について 

C1.  本別紙は、第 57 項に定めるファイナンスド・エミッションの

詳細について定めることを目的としており、本基準を構成する

ものである。 

C2.  本別紙の内容は、IFRS S2 号「気候関連開示」B59 項から B63A

項を基礎としている。 

C2.  本別紙の内容は、IFRS S2 号「気候関連開示」B59 項から B63

項を基礎としている。 

Ⅰ．ファイナンスド・エミッションに関する追加的

な情報の開示 
C3.  （略） 

Ⅰ．ファイナンスド・エミッション 
 
C3.  （略） 

Ⅲ．商業銀行 
C5.  報告企業が商業銀行に関する活動を行う場合、次のようにし

なければならない。 

(1)  ファイナンスド・エミッションの絶対総量について、次

のように開示しなければならない。 

Ⅲ．商業銀行 
C5.  報告企業が商業銀行に関する活動を行う場合、次のようにし

なければならない。 

(1)  ファイナンスド・エミッションの絶対総量について、次

のように開示しなければならない。 
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①  スコープ 1 温室効果ガス排出量、スコープ 2 温室効

果ガス排出量及びスコープ 3 温室効果ガス排出量に分

解する。 

②  相手方を産業別に分解する。 

 

 

③  資産クラス別に分解する。この場合、次の資産クラ

スを含めなければならない。 

ア.  融資 

イ.  プロジェクト・ファイナンス 

ウ.  債券 

エ.  株式投資 

オ.  未実行のローン・コミットメント 

④  ③アからオに掲げる資産クラス以外の資産クラスに

ついてファイナンスド・エミッションを算定し、これ

を開示する場合、当該追加の資産クラスを含めること

が主要な利用者の意思決定に関連性がある情報を提供

することとなる理由について説明する。 

(2)  グロス・エクスポージャーについて、次のように開示し

なければならない。この際、グロス・エクスポージャーは、

関連する財務諸表の作成にあたり準拠した会計基準にかか

わらず、貸借対照表価額（該当ある場合、貸倒引当金を控

①  スコープ 1 温室効果ガス排出量、スコープ 2 温室効

果ガス排出量及びスコープ 3 温室効果ガス排出量に分

解する。 

②  報告期間の末日において入手可能な、最新の「世界

産業分類基準」（以下「GICS」という。）の 6 桁の産業

レベルのコードを用いて、産業別に分解する。 

③  資産クラス別に分解する。この場合、次の資産クラ

スを含めなければならない。 

ア.  融資 

イ.  プロジェクト・ファイナンス 

ウ.  債券 

エ.  株式投資 

オ.  未実行のローン・コミットメント 

④  ③アからオに掲げる資産クラス以外の資産クラスに

ついてファイナンスド・エミッションを算定し、これ

を開示する場合、当該追加の資産クラスを含めること

が主要な利用者の意思決定に関連性がある情報を提供

することとなる理由について説明する。 

(2)  グロス・エクスポージャーについて、次のように開示し

なければならない。この際、グロス・エクスポージャーは、

関連する財務諸表の作成にあたり準拠した会計基準にかか

わらず、貸借対照表価額（該当ある場合、貸倒引当金を控除
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除する前の金額）を開示しなければならない。 

①  相手方を産業別に分解する。 

 

 

②  次の資産クラスに分解する。 

ア.  融資 

イ.  プロジェクト・ファイナンス 

ウ.  債券 

エ.  株式投資 

オ.  未実行のローン・コミットメント 

③  未実行のローン・コミットメントに関するグロス・

エクスポージャーは、実行済みのローン・コミットメ

ントと区別して、コミットメントの総額を開示する。 

(3)～(4) （略） 

(5)  C5 項(1)②及び(2)①に従い、ファイナンスド・エミッシ

ョンの絶対総量及びグロス・エクスポージャーを産業別に

分解するにあたっては、気候関連の移行リスクに対するエ

クスポージャーを理解するうえで有用な情報をもたらす方

法で相手方を産業別に分類することができる産業分類シス

テムを選択しなければならない。産業分類システムの選択

にあたり、他のすべての条件が同じであれば、企業固有の

産業分類システムよりも、一般的に用いられている産業分

する前の金額）を開示しなければならない。 

①  報告期間の末日において入手可能な、最新の GICS の

6 桁の産業レベルのコードを用いて、産業別に分解す

る。 

②  次の資産クラスに分解する。 

ア.  融資 

イ.  プロジェクト・ファイナンス 

ウ.  債券 

エ.  株式投資 

オ.  未実行のローン・コミットメント 

③  未実行のローン・コミットメントに関するグロス・

エクスポージャーは、実行済みのローン・コミットメ

ントと区別して、コミットメントの総額を開示する。 

(3)～(4) （略） 

（追 加） 
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類システムを選択することを優先しなければならない。 

なお、商業銀行及び保険に関する活動の両方を行う企業

は、商業銀行と保険とで同じ産業分類システムを用いる必

要はない。 

(6)  C5 項(5)に従い、産業別の分解のために選択する産業分

類システムについて、次の事項を開示しなければならない。 

① 選択した産業分類システム 

② 産業分類システムの選択が C5 項(5)の定めをどのよう

に満たしているのかを理解するための情報 

 

 

 

 

（追 加） 

Ⅳ．保険 
C6.  報告企業が保険に関する活動を行う場合、次のようにしなけ

ればならない。 

(1)  ファイナンスド・エミッションの絶対総量について、次

のように開示しなければならない。 

①  スコープ 1 温室効果ガス排出量、スコープ 2 温室効

果ガス排出量及びスコープ 3 温室効果ガス排出量に分

解する。 

②  相手方を産業別に分解する。 

 

 

③  資産クラス別に分解する。この場合、次の資産クラ

スを含めなければならない。 

Ⅳ．保険 
C6.  報告企業が保険に関する活動を行う場合、次のようにしなけ

ればならない。 

(1)  ファイナンスド・エミッションの絶対総量について、次

のように開示しなければならない。 

①  スコープ 1 温室効果ガス排出量、スコープ 2 温室効

果ガス排出量及びスコープ 3 温室効果ガス排出量に分

解する。 

②  報告期間の末日において入手可能な、最新の GICS の

6 桁の産業レベルのコードを用いて、産業別に分解す

る。 

③  資産クラス別に分解する。この場合、次の資産クラ

スを含めなければならない。 
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ア.  融資 

イ.  債券 

ウ.  株式投資 

エ.  未実行のローン・コミットメント 

④  ③アからエに掲げる資産クラス以外の資産クラスに

ついてファイナンスド・エミッションを算定し、これ

を開示する場合、当該追加の資産クラスを含めること

が主要な利用者の意思決定に関連性がある情報を提供

することとなる理由について説明する。 

(2)  グロス・エクスポージャーについて、次のように開示し

なければならない。この際、グロス・エクスポージャーは、

関連する財務諸表の作成にあたり準拠した会計基準にかか

わらず、貸借対照表価額（該当ある場合、貸倒引当金を控

除する前の金額）を開示しなければならない。 

①  相手方を産業別に分解する。 

 

 

②  次の資産クラスに分解する。 

ア.  融資 

イ.  債券 

ウ.  株式投資 

エ.  未実行のローン・コミットメント 

ア.  融資 

イ.  債券 

ウ.  株式投資 

エ.  未実行のローン・コミットメント 

④  ③アからエに掲げる資産クラス以外の資産クラスに

ついてファイナンスド・エミッションを算定し、これ

を開示する場合、当該追加の資産クラスを含めること

が主要な利用者の意思決定に関連性がある情報を提供

することとなる理由について説明する。 

(2)  グロス・エクスポージャーについて、次のように開示し

なければならない。この際、グロス・エクスポージャーは、

関連する財務諸表の作成にあたり準拠した会計基準にかか

わらず、貸借対照表価額（該当ある場合、貸倒引当金を控除

する前の金額）を開示しなければならない。 

①  報告期間の末日において入手可能な、最新の GICS の

6 桁の産業レベルのコードを用いて、産業別に分解す

る。 

②  次の資産クラスに分解する。 

ア.  融資 

イ.  債券 

ウ.  株式投資 

エ.  未実行のローン・コミットメント 
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③  未実行のローン・コミットメントに関するグロス・

エクスポージャーは、実行済みのローン・コミットメ

ントと区別して、コミットメントの総額を開示する。 

(3)～(4) （略） 

(5)  C6 項(1)②及び(2)①に従い、ファイナンスド・エミッシ

ョンの絶対総量及びグロス・エクスポージャーを産業別に

分解するにあたっては、気候関連の移行リスクに対するエ

クスポージャーを理解するうえで有用な情報をもたらす方

法で相手方を産業別に分類することができる産業分類シス

テムを選択しなければならない。産業分類システムの選択

にあたり、他のすべての条件が同じであれば、企業固有の

産業分類システムよりも、一般的に用いられている産業分

類システムを選択することを優先しなければならない。 

なお、商業銀行及び保険に関する活動の両方を行う企業

は、商業銀行と保険とで同じ産業分類システムを用いる必

要はない。 

(6)  C6 項(5)に従い、産業別の分解のために選択する産業分

類システムについて、次の事項を開示しなければならない。 

① 選択した産業分類システム 

② 産業分類システムの選択が C6 項(5)の定めをどのよう

に満たしているのかを理解するための情報 

③  未実行のローン・コミットメントに関するグロス・

エクスポージャーは、実行済みのローン・コミットメ

ントと区別して、コミットメントの総額を開示する。 

(3)～(4) （略） 

（追 加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追 加） 

Ⅴ．（削 除） Ⅴ．当面の取扱い 
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C7.  （削 除） C7.  報告期間の末日において入手可能な、最新の GICS の 6 桁の産

業レベルのコードを用いて産業別に分解したファイナンスド・

エミッションの絶対総量及びグロス・エクスポージャー（C5 項

(1)②及び(2)①並びに C6 項(1)②及び(2)①参照）に関する情報

は、当面の間、開示しないことができる。この取扱いを適用す

る場合、その旨を開示しなければならない。 

C8.  （削 除） C8.  C7 項の取扱いを適用した場合、その後の報告期間において比

較情報として情報を表示するにあたり、C7 項の取扱いを引き続

き適用することができる。この取扱いを適用する場合、その旨

を開示しなければならない。 

結論の背景 

経 緯 
我が国最初のサステナビリティ開示基準の公表 

BC1.  当委員会は、国際サステナビリティ基準審議会（以下「ISSB」

という。）が国際的なサステナビリティ開示基準を開発するた

めに設立されたことを受け、我が国におけるサステナビリテ

ィ開示基準を開発すること等を目的として、2022 年 7 月に設

立された。 

結論の背景 

経 緯 
 

BC1.  当委員会は、ISSB が国際的なサステナビリティ開示基準を

開発するために設立されたことを受け、我が国におけるサス

テナビリティ開示基準を開発すること等を目的として、2022

年 7 月に設立された。 

BC3.  2023 年 6 月、ISSB は、最初の IFRS サステナビリティ開示

基準となる IFRS S1 号「サステナビリティ関連財務情報の開

示に関する全般的要求事項」（以下「IFRS S1 号」という。）

BC3.  2023 年 6 月、ISSB は、最初の IFRS サステナビリティ開示

基準となる IFRS S1 号「サステナビリティ関連財務情報の開

示に関する全般的要求事項」（以下「IFRS S1 号」という。）
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及び IFRS S2 号「気候関連開示」を公表した。 及び IFRS S2 号「気候関連開示」（以下「IFRS S2 号」とい

う。）を公表した。 

BC5.  その後、当委員会は、サステナビリティ開示基準の「開発に

あたっての基本的な方針」（BC12 項及び BC13 項参照）を定め、

当該基本的な方針に基づき我が国におけるサステナビリティ

開示基準の開発に関する審議を行い、その結果を 2024 年 3 月

にサステナビリティ開示ユニバーサル基準公開草案「サステ

ナビリティ開示基準の適用（案）」、サステナビリティ開示テ

ーマ別基準公開草案第 1 号「一般開示基準（案）」及びサステ

ナビリティ開示テーマ別基準公開草案第 2 号「気候関連開示

基準（案）」（以下あわせて「2024 年 3 月公開草案」という。）

として公表し広く意見を求めた。 

BC5.  その後、当委員会は、サステナビリティ開示基準の「開発に

あたっての基本的な方針」（BC12 項及び BC13 項参照）を定め、

当該基本的な方針に基づき本基準の開発に関する審議を行

い、その結果を 2024 年 3 月にサステナビリティ開示ユニバー

サル基準公開草案「サステナビリティ開示基準の適用（案）」、

サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第 1 号「一般開

示基準（案）」及びサステナビリティ開示テーマ別基準公開草

案第 2 号「気候関連開示基準（案）」（以下あわせて「2024 年

3 月公開草案」という。）として公表し広く意見を求めた。 

BC7.  その後、当委員会は、2024 年 3 月公開草案及び 2024 年 11

月公開草案に対して寄せられた意見を踏まえて検討を行い、

これらの公開草案の内容を一部修正したうえで、2025 年 3 月

に我が国最初のサステナビリティ開示基準（2025 年基準）を

公表した。 

BC7.  本基準は、2024 年 3 月公開草案及び 2024 年 11 月公開草案

に対して寄せられた意見を踏まえて検討を行い、これらの公

開草案の内容を一部修正したうえで公表するに至ったもので

ある。 

2026 年改正基準の公表 

BC8-2. ISSB では、IFRS S1 号及び IFRS S2 号の公表後、これらの

基準の適用を支援するための活動を行っている。その活動を

通じて識別された課題に対応するため、2025 年 12 月に IFRS 

S2 号の修正「温室効果ガス排出の開示に対する修正―IFRS S2

 

（新 設） 
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号に対する修正」（以下「2025 年公表の IFRS S2 号の修正」

という。）を公表した。また、この IFRS S2 号の修正に伴う結

果的修正として、「SASB スタンダード」の修正を公表した。 

BC8-3. 2025 年公表の IFRS S2 号の修正では、以下の内容に関する

修正が含まれている。 

(1)  ファイナンスド・エミッション以外のスコープ 3 カテ

ゴリー15 の温室効果ガス排出の測定及び開示を除外する

ことができるとする定めの追加 

(2)  産業別に分解したファイナンスド・エミッションの絶

対総量及びグロス・エクスポージャーに関する情報を開

示するにあたって、「世界産業分類基準」（以下「GICS」

という。）を用いるとする定めの見直し 

(3)  「GHG プロトコル（2004 年）」とは異なる方法を用いる

ことができる範囲の明確化 

(4)  地球温暖化係数について、法域の当局又は企業が上場

する取引所が、異なる地球温暖化係数を用いることを企

業の全部又は一部に対して要求している場合、企業のそ

の部分について、当該異なる地球温暖化係数を用いるこ

とができるとする定めの追加 

（新 設） 

BC8-4. 当委員会は、「適用基準」BC19 項(1)に記載の基準公表後の

対応方針に従って、2025 年公表の IFRS S2 号の修正の公表に

伴う本基準における取扱いについて、検討を行うこととした。

（新 設） 
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検討にあたっては、IFRS サステナビリティ開示基準との整合

性を維持する観点から、原則として 2025 年公表の IFRS S2 号

の修正における要求事項を本基準に取り入れることとした。

この際、ISSB によって IFRS S2 号の修正に伴う結果的修正と

して「SASB スタンダード」が修正されたことを踏まえて、「適

用基準」において、「参照し、その適用可能性を考慮しなけれ

ばならない」情報源として定めている「SASB スタンダード」

の参照先を最新のものに改正することについて、検討を行う

こととした。 

BC8-5. 当委員会では、2027 年 3 月期の期首からサステナビリティ

開示基準の適用を開始する企業のニーズを考慮し、2026 年 3

月末までに改正が確定するように検討を進めることを目標と

して審議を行った。 

（新 設） 

BC8-6. また、当委員会は、検討の結果としてサステナビリティ開

示基準を改正する場合には、2025 年に我が国最初のサステナ

ビリティ開示基準公表後、初めての改正になることを踏まえ、

本基準、「適用基準」及び「一般基準」のそれぞれについて、

必要と考えられる文言の修正について審議を行い、その検討

結果についても公開草案に含めることとした。 

（新 設） 

BC8-7. 当委員会は、2025 年 12 月に、これらの審議における検討の

結果について、「温室効果ガス排出の開示に対する改正案」（以

下「2025 年 12 月公開草案」という。）として、サステナビリ

（新 設） 
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ティ開示ユニバーサル基準公開草案第 3 号「サステナビリテ

ィ開示基準の適用（案）」、サステナビリティ開示テーマ別基

準公開草案第 4 号「一般開示基準（案）」及びサステナビリテ

ィ開示テーマ別基準公開草案第 5号「気候関連開示基準（案）」

を公表し、広く意見を求めた。 

BC8-8. 2026 年改正基準は、2025 年 12 月公開草案に対して寄せら

れた意見を踏まえて検討を行い、2025 年 12 月公開草案の内容

を一部修正したうえで公表するに至ったものである。 

（新 設） 

開示基準 

Ⅲ．コア・コンテンツの開示 
ⅲ．戦 略 

(a) 気候関連のリスク及び機会 

（ガイダンスの情報源） 

BC43.  本基準は、企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み

得る気候関連のリスク及び機会を識別するにあたり、また、開

示する産業別の指標を決定するにあたり、「産業別ガイダン

ス」に定義されている開示トピック、また、当該開示トピック

に関連する産業別の指標を「参照し、その適用可能性を考慮し

なければならない」情報源としている（第 17 項及び第 86 項

参照）。 

開示基準 

Ⅲ．コア・コンテンツの開示 
ⅲ．戦 略 

(a) 気候関連のリスク及び機会 

（ガイダンスの情報源） 

BC43.  本基準は、企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み

得る気候関連のリスク及び機会を識別するにあたり、また、開

示する産業別の指標を決定するにあたり、ISSB が公表する「産

業別ガイダンス」に定義されている開示トピック、また、当該

開示トピックに関連する産業別の指標を「参照し、その適用可

能性を考慮しなければならない」情報源としている（第 17 項

及び第 86 項参照）。 

BC44.  BC43 項の「産業別ガイダンス」とは、IFRS サステナビリテ

ィ開示基準を構成しない、68 産業における気候関連開示のガ

BC44.  BC43 項の「産業別ガイダンス」とは、ISSB が公表した、IFRS

サステナビリティ開示基準を構成しない、68 産業における気
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イダンス（IFRS S2 号に付属するガイダンス）を示しており、

IFRS サステナビリティ開示基準に付属するガイダンス（「適

用基準」第 4 項(11)①）に含まれる。 

候関連開示のガイダンス（IFRS S2 号に付属するガイダンス）

を示しており、ISSB が公表する IFRS サステナビリティ開示基

準に付属するガイダンス（「適用基準」第 4 項(11)①）に含ま

れる。 

BC46.  このため、企業は、企業の見通しに影響を与えると合理的に

見込み得る気候関連のリスク及び機会を識別するにあたり、

また、開示する産業別の指標を決定するにあたり、「産業別ガ

イダンス」に定義されている開示トピックや当該開示トピッ

クに関連する産業別の指標を参照し、その適用可能性を考慮

することを要求されるが、適用可能性を考慮した結果、当該ガ

イダンスを適用しない（「産業別ガイダンス」に記述されてい

る開示トピックに基づき気候関連のリスク及び機会を識別し

ない、また、「産業別ガイダンス」に記述されている産業別の

指標を開示しない）と結論付ける場合がある。また、「産業別

ガイダンス」に示されている開示トピックや産業別の指標は、

必ずしも網羅されてはいないため、情報に重要性があると判

断する場合、「産業別ガイダンス」に含まれていない開示トピ

ックや産業別の指標に関する情報を開示しなければならない

と考えられる。 

BC46.  このため、企業は、企業の見通しに影響を与えると合理的に

見込み得る気候関連のリスク及び機会を識別するにあたり、

また、開示する産業別の指標を決定するにあたり、ISSB が公

表する「産業別ガイダンス」に定義されている開示トピックや

当該開示トピックに関連する産業別の指標を参照し、その適

用可能性を考慮することを要求されるが、適用可能性を考慮

した結果、当該ガイダンスを適用しない（「産業別ガイダンス」

に記述されている開示トピックに基づき気候関連のリスク及

び機会を識別しない、また、「産業別ガイダンス」に記述され

ている産業別の指標を開示しない）と結論付ける場合がある。

また、「産業別ガイダンス」に示されている開示トピックや産

業別の指標は、必ずしも網羅されてはいないため、情報に重要

性があると判断する場合、「産業別ガイダンス」に含まれてい

ない開示トピックや産業別の指標に関する情報を開示しなけ

ればならないと考えられる。 
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ⅴ．指標及び目標 

(b) 気候関連の指標 

（温室効果ガス排出） 

「GHG プロトコル（2004 年）」とは異なる方法に基づく温室効果

ガス排出の測定 
BC125. BC124 項について、例えば、我が国の「地球温暖化対策の推

進に関する法律」（以下「温対法」という。）における「温室

効果ガス排出量の算定・報告・公表制度」（以下「SHK 制度」

という。）に基づく温室効果ガス排出量の報告は、「法域の当

局又は企業が上場する取引所が、温室効果ガス排出を測定す

るうえで異なる方法を用いることを要求している場合」に該

当すると考えられる。 

ⅴ．指標及び目標 

(b) 気候関連の指標 

（温室効果ガス排出） 

「GHG プロトコル（2004 年）」とは異なる方法に基づく温室効果

ガス排出の測定 

BC125. BC124 項について、例えば、我が国の「地球温暖化対策の推

進に関する法律」に基づく「温室効果ガス排出量の算定・報告・

公表制度」に基づく温室効果ガス排出量の報告は、「法域の当

局又は企業が上場する取引所が、温室効果ガス排出を測定す

るうえで異なる方法を用いることを要求している場合」に該

当すると考えられる。 

（2026 年改正基準） 

BC130-2. 2025 年公表の IFRS S2 号の修正では、「GHG プロトコル

（2004 年）」とは異なる方法を用いることができる範囲につ

いて、報告企業全体のみならず、グループ内の一部の企業、支

店、事業所等にも適用可能であることを明確化するように

IFRS S2 号の要求事項が修正されている。この点、2025 年基準

の第 49 項ただし書き及び第 62 項は、「GHG プロトコル（2004

年）」とは異なる方法が企業の全部又は一部に適用されること

を想定した定めとなっており、2025 年公表の IFRS S2 号の修

正における要求事項と既に整合した定めであると考えられ

 

（新 設） 
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る。ただし、基準の明確化の観点から、2025 年公表の IFRS S2

号の修正における要求事項の表現と同様の表現を用いて、第

49 項ただし書きの文言を変更することとしている。 

スコープ 3 カテゴリー15（投資）の温室効果ガス排出の測定及び

開示 

（2026 年改正基準） 

BC149-2. 2025 年公表の IFRS S2 号の修正では、スコープ 3 カテゴ

リー15 に含める温室効果ガス排出をファイナンスド・エミッ

ションに限定することができるとする要求事項が含まれてい

る。また、スコープ 3 カテゴリー15 からデリバティブに係る

温室効果ガス排出を除外することができるとする要求事項が

含まれている。2026 年改正基準では、2025 年公表の IFRS S2

号の修正における要求事項と整合する定めを取り入れること

としている（第 56-2 項参照）。 

 

 
 
（新 設） 

BC149-3. ファイナンスド・エミッションは、スコープ 3 カテゴリ

ー15 の温室効果ガス排出の全部又は一部を構成するものであ

り、ファシリテーションに係る排出及び保険に関連する排出

など、その他の種類のカテゴリー15 の温室効果ガス排出とは

区別されている。ここで、スコープ 3 カテゴリー15 の温室効

果ガス排出について要求される開示をファイナンスド・エミ

ッションに限定した場合、ファシリテーションに係る排出及

び保険に関連する排出などの他の種類のカテゴリー15 の排出

（新 設） 
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を除外することになると考えられる。 

BC149-4. なお、第 56-2 項の定めは、温室効果ガス排出を測定及び

開示するにあたっての定めであることから、スコープ 3 カテ

ゴリー15 の温室効果ガス排出の測定及び開示をファイナンス

ド・エミッションに限定した場合においても、ファイナンス

ド・エミッション以外のカテゴリー15 の温室効果ガス排出を

含む気候関連の目標がある場合には、その目標に関する情報

を開示することは免除されないと考えられる。 

（新 設） 

BC149-5. 2026 年改正基準は、2025 年公表の IFRS S2 号の修正にお

ける要求事項と同様に、主要な利用者が第 56-2 項の定めに従

いスコープ 3 カテゴリー15 から除外された温室効果ガス排出

がどのような活動に関連するものかを理解するために有用な

情報として、除外した温室効果ガス排出に関連する金融活動

及び除外したデリバティブがある場合、当該デリバティブに

関連する金融活動についての説明を求めるとともに、何をデ

リバティブとして扱ったかについても説明を求めることとし

ている（第 56-3 項参照）。 

（新 設） 

BC149-6. また、2025 年公表の IFRS S2 号の修正では、スコープ 3

の温室効果ガス排出にカテゴリー15 が含まれる場合に、カテ

ゴリー15 の温室効果ガス排出の合計及びファイナンスド・エ

ミッションの小計の開示が求められている。この点、本基準に

おいては、カテゴリー15 の温室効果ガス排出の合計の開示を

（新 設） 
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既に求めていることを踏まえて（第 55 項参照）、2026 年改正

基準では、ファイナンスド・エミッションの合計を小計として

開示することについて、追加で定めることとしている（第 56-

4 項参照）。 

ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示 

（ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示の

対象） 

BC151. ファイナンスド・エミッションは、「スコープ 3 基準（2011

年）」に定義されているとおり、スコープ 3 のカテゴリー15

（投資）の一部である。本基準では、資産運用、商業銀行又は

保険に関する活動を行っている企業については、ファイナン

スド・エミッションに関する追加的な情報が重要であること

を踏まえ、IFRS S2 号におけるファイナンスド・エミッション

の要求事項（IFRS S2 号 B58 項から B63A 項）を取り入れ、本

基準を構成するガイダンスとして、別紙 C「ファイナンスド・

エミッションに関する追加的な情報の開示」を定めている（第

57 項及び別紙 C 参照）。 

ファイナンスド・エミッション 

（ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示） 

 

BC151. ファイナンスド・エミッションは、「スコープ 3 基準（2011

年）」に定義されているとおり、スコープ 3 のカテゴリー15

（投資）の一部である。本基準では、資産運用、商業銀行又は

保険に関する活動を行っている企業については、ファイナン

スド・エミッションに関する追加的な情報が重要であること

を踏まえ、IFRS S2 号におけるファイナンスド・エミッション

の要求事項（IFRS S2 号 B58 項から B63 項）を取り入れ、本基

準を構成するガイダンスとして、別紙 C「ファイナンスド・エ

ミッション」を定めている（第 57 項及び別紙 C 参照）。 

（産業別に分解したファイナンスド・エミッションの絶対総量及

びグロス・エクスポージャーに関する情報の開示に関する当面

の取扱い） 

2025 年基準 

BC161. 2025 年基準は、IFRS S2 号の要求事項を取り入れ、ファイ

（産業別に分解したファイナンスド・エミッションの絶対総量及

びグロス・エクスポージャーに関する情報の開示に関する当面

の取扱い） 

 
BC161. 本基準は、IFRS S2 号の要求事項を取り入れ、ファイナンス
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ナンスド・エミッションに関する追加的な情報を開示するこ

とを要求しており（第 57 項参照）、報告企業が商業銀行又は

保険に関する活動を行う場合、ファイナンスド・エミッション

に関する追加的な情報の一部として、報告期間の末日におい

て入手可能な、最新の「世界産業分類基準」（GICS）の 6 桁の

産業レベルのコードを用いて産業別に分解したファイナンス

ド・エミッションの絶対総量及びグロス・エクスポージャーに

関する情報を開示することを要求していた（2025 年基準 C5 項

(1)②及び(2)①並びに C6 項(1)②及び(2)①参照）。 

ド・エミッションに関する追加的な情報を開示することを要

求しており（第 57 項参照）、報告企業が商業銀行又は保険に

関する活動を行う場合、ファイナンスド・エミッションに関す

る追加的な情報の一部として、報告期間の末日において入手

可能な、最新の「世界産業分類基準」（GICS）の 6 桁の産業レ

ベルのコードを用いて産業別に分解したファイナンスド・エ

ミッションの絶対総量及びグロス・エクスポージャーに関す

る情報を開示することを要求している（C5 項(1)②及び(2)①

並びに C6 項(1)②及び(2)①参照）。 

BC162. 当委員会は、2024 年 3 月公開草案において、GICS が無償で

利用可能であるとの想定に基づき、GICS を用いて産業別に分

解したファイナンスド・エミッションの絶対総量及びグロス・

エクスポージャーに関する情報の開示を要求することを提案

した。しかし、2024 年 3 月公開草案に対し、GICS を用いるに

あたり、民間企業である GICS のライセンサーからライセンス

料の支払を求められる可能性があり、2025 年基準において

GICS を用いて産業別に分解したファイナンスド・エミッショ

ンの絶対総量及びグロス・エクスポージャーに関する情報を

開示することを要求することで、それまで GICS を使用してい

ない企業に対し特定の民間企業へのライセンス料の支払を義

務付けることは適切ではないとの意見が寄せられた。 

BC162. 当委員会は、2024 年 3 月公開草案において、GICS が無償で

利用可能であるとの想定に基づき、GICS を用いて産業別に分

解したファイナンスド・エミッションの絶対総量及びグロス・

エクスポージャーに関する情報の開示を要求することを提案

した。しかし、2024 年 3 月公開草案に対し、GICS を用いるに

あたり、民間企業である GICS のライセンサーからライセンス

料の支払を求められる可能性があり、本基準において GICS を

用いて産業別に分解したファイナンスド・エミッションの絶

対総量及びグロス・エクスポージャーに関する情報を開示す

ることを要求することで、それまで GICS を使用していない企

業に対し特定の民間企業へのライセンス料の支払を義務付け

ることは適切ではないとの意見が寄せられた。 

BC163. この点、開示基準は社会のインフラと考えられ、特に 2025 BC163. この点、開示基準は社会のインフラと考えられ、特に本基準
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年基準が金融商品取引法等の法令のもとで用いられることと

なった場合、2025 年基準に従った開示を行うために、それま

でGICSを使用していない企業に対し特定の民間企業へのライ

センス料の支払を義務付ける結果となる定めを設けること

は、不適切な場合があると考えられた。 

が金融商品取引法等の法令のもとで用いられることとなった

場合、本基準に従った開示を行うために、それまで GICS を使

用していない企業に対し特定の民間企業へのライセンス料の

支払を義務付ける結果となる定めを設けることは、不適切な

場合があると考えられる。 

BC164. また、我が国以外の法域においても GICS を使用することに

ついて懸念が示されており、当該法域のサステナビリティ開

示基準において IFRS S2 号を修正したうえで取り入れること

が検討されていた。さらに、2025 年基準公表時において、ISSB

では、世界中の法域からの指摘を受け、GICS を用いて産業別

に分解したファイナンスド・エミッションの絶対総量及びグ

ロス・エクスポージャーに関する情報の開示に関して IFRS S2

号を改訂することが検討されていた。 

BC164. また、我が国以外の法域においても GICS を使用することに

ついて懸念が示されており、当該法域のサステナビリティ開

示基準において IFRS S2 号を修正したうえで取り入れること

が検討されている。さらに、本基準公表時において、ISSB で

は、世界中の法域からの指摘を受け、GICS を用いて産業別に

分解したファイナンスド・エミッションの絶対総量及びグロ

ス・エクスポージャーに関する情報の開示に関して IFRS S2 号

を改訂することが検討されている。 

BC165. GICS を用いて産業別に分解したファイナンスド・エミッシ

ョンの絶対総量及びグロス・エクスポージャーに関する情報

の開示は、主要な利用者の意思決定に有用な情報を提供する

と考えられる。しかし、上述の理由から、2025 年基準では、

GICS を用いて産業別に分解したファイナンスド・エミッショ

ンの絶対総量及びグロス・エクスポージャーに関する情報は、

当面の間、開示しないことができるとする取扱いを定めるこ

ととした（2025 年基準 C7 項参照）。 

BC165. GICS を用いて産業別に分解したファイナンスド・エミッシ

ョンの絶対総量及びグロス・エクスポージャーに関する情報

の開示は、主要な利用者の意思決定に有用な情報を提供する

と考えられる。しかし、上述の理由から、本基準では、GICS を

用いて産業別に分解したファイナンスド・エミッションの絶

対総量及びグロス・エクスポージャーに関する情報は、当面の

間、開示しないことができるとする取扱いを定めることとし

た（C7 項参照）。 

BC166. ここで、BC164 項のとおり、2025 年基準公表時において、 BC166. ここで、BC164 項のとおり、本基準公表時において、ISSB で
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ISSB では、GICS を用いて産業別に分解したファイナンスド・

エミッションの絶対総量及びグロス・エクスポージャーに関

する情報の開示に関して IFRS S2 号を改訂することが検討さ

れていた。「適用基準」BC19 項のとおり、当委員会は、本基

準公表後の対応として、ISSB により IFRS サステナビリティ開

示基準が改訂される場合には、サステナビリティ開示基準に

おける取扱いについて可及的速やかに検討を開始することと

している。当委員会は、本論点に関して ISSB により IFRS S2

号が改訂される蓋然性が高いと考え、C7 項について、IFRS S2

号の改訂が行われ、当該改訂の内容を踏まえ当委員会が 2025

年基準を改正するまでの間の暫定的な取扱いとなることを想

定して、当面の取扱いとして定めることとしていた。 

は、GICS を用いて産業別に分解したファイナンスド・エミッ

ションの絶対総量及びグロス・エクスポージャーに関する情

報の開示に関して IFRS S2 号を改訂することが検討されてい

る。「適用基準」BC19 項のとおり、当委員会は、本基準公表

後の対応として、ISSB により IFRS サステナビリティ開示基準

が改訂される場合には、サステナビリティ開示基準における

取扱いについて可及的速やかに検討を開始することとしてい

る。当委員会は、本論点に関して ISSB により IFRS S2 号が改

訂される蓋然性が高いと考え、C7 項について、IFRS S2 号の

改訂が行われ、当該改訂の内容を踏まえ当委員会が本基準を

改正するまでの間の暫定的な取扱いとなることを想定して、

当面の取扱いとして定めることとした。 

2026 年改正基準 

BC166-2. 2025 年公表の IFRS S2 号の修正では、BC164 項の懸念に

対処するために、GICS を用いて産業別に分解した情報を開示

する定めが削除され、企業の気候関連の移行リスクに対する

エクスポージャーをサステナビリティ関連財務開示の利用者

が理解できるようにする情報をもたらす方法で分類すること

を可能にする産業分類システムを選択することとする要求事

項が含まれている。ここで、同じ産業や同じ法域で事業を営ん

でいる企業など、他の企業によって一般的に用いられている

産業分類システムは、企業固有の産業分類システムよりも、情

 

（新 設） 
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報の比較可能性を高める可能性があるとされている。 

BC166-3. この点、2026 年改正基準では、2025 年公表の IFRS S2 号

の修正における要求事項と整合する定めを取り入れることと

している（C5 項(1)②、C5 項(2)①、C5 項(5)、C5 項(6)、C6 項

(1)②、C6 項(2)①、C6 項(5)及び C6 項(6)参照）。 

（新 設） 

BC166-4. また、GICS を用いて産業別に分解した情報を開示する定

めを削除することに伴い、GICS を用いて産業別に分解したフ

ァイナンスド・エミッションの絶対総量及びグロス・エクスポ

ージャーに関する情報について、当面の間、開示しないことが

できるとする 2025 年基準 C7 項の取扱い、及び C7 項の取扱い

を適用した場合の定めである C8 項は、不要になることが考え

られる。このため、当該当面の取扱いについては適用を終了す

ることとしている。 

（新 設） 

（温室効果ガス排出の測定アプローチ等に関する開示） 

温室効果ガス排出の測定方法に関する開示 

BC172. 本基準は、見積りにおいて使用する排出係数が、構成する

温室効果ガスを CO2相当量に変換したものではない場合、報告

期間の末日において利用可能な、最新の「気候変動に関する政

府間パネル」（IPCC）の評価における、100 年の時間軸に基づ

く地球温暖化係数を用いなければならないとしている（第 68

項本文参照）。なお、地球温暖化係数が含まれている IPCC 報

告書は、概ね 5 年から 7 年ごとに公表されている。 

（温室効果ガス排出の測定アプローチ等に関する開示） 

温室効果ガス排出の測定方法に関する開示 

BC172. 本基準は、見積りにおいて使用する排出係数が、構成する

温室効果ガスを CO2相当量に変換したものではない場合、報告

期間の末日において利用可能な、最新の「気候変動に関する政

府間パネル」（IPCC）の評価における、100 年の時間軸に基づ

く地球温暖化係数を用いなければならないとしている（第 68

項参照）。なお、地球温暖化係数が含まれている IPCC 報告書

は、概ね 5年から 7 年ごとに公表されている。 
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（2026 年改正基準） 

BC172-2. 2025 年公表の IFRS S2 号の修正では、地球温暖化係数に

ついて、法域の当局又は企業が上場する取引所が、異なる地球

温暖化係数を用いることを企業の全部又は一部に対して要求

している場合、企業のその部分について、当該異なる地球温暖

化係数を用いることが可能となるように IFRS S2 号の要求事

項が修正されている。この点、2025 年公表の IFRS S2 号の修

正における要求事項と同様に、法域の当局又は企業が上場す

る取引所が、異なる地球温暖化係数を用いることを企業の全

部又は一部に対して要求している場合、企業のその部分につ

いて、当該異なる地球温暖化係数を用いることができること

を明確にすることとしている（第 66 項ただし書き及び第 68項

ただし書き参照）。 

 

（新 設） 

BC172-3. BC172-2 項について、例えば、我が国の温対法における

SHK 制度に基づく温室効果ガス排出量の報告における地球温

暖化係数は、「法域の当局又は企業が上場する取引所が、7種

類の温室効果ガスを CO2 相当量に変換するうえで異なる地球

温暖化係数を用いることを企業の全部又は一部に要求してい

る場合」の地球温暖化係数に該当すると考えられる。 

（新 設） 

（産業別の指標の開示） 

BC201. 本基準は、企業に関連する産業別の指標のうち、主なものを

開示しなければならないとしており、開示する産業別の指標

（産業別の指標の開示） 

BC201. 本基準は、企業に関連する産業別の指標のうち、主なものを

開示しなければならないとしており、開示する産業別の指標
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を決定するにあたり、「産業別ガイダンス」に記述されている、

開示トピックに関連する産業別の指標を参照し、その適用可

能性を考慮しなければならないとしている（第 86 項参照）。 

を決定するにあたり、ISSB が公表する「産業別ガイダンス」

に記述されている、開示トピックに関連する産業別の指標を

参照し、その適用可能性を考慮しなければならないとしてい

る（第 86 項参照）。 

Ⅳ．適用時期等 
ⅰ．適用時期 

(a) 2025 年基準 

BC218. 2025 年基準では、強制適用時期について定めていなかった。

サステナビリティ開示基準に従って開示を行うことが強制さ

れる時期については、サステナビリティ開示基準に従って開

示を行うことを要求する法令において定められることが想定

されたためである。 

Ⅳ．適用時期等 
ⅰ．適用時期 

 

BC218. 本基準では、強制適用時期について定めていない。サステナ

ビリティ開示基準に従って開示を行うことが強制される時期

については、サステナビリティ開示基準に従って開示を行う

ことを要求する法令において定められることが想定されるた

めである。 

BC219. 2025 年基準は、2025 年に公表された「適用基準」及び「一

般基準」と同時に適用しなければならないとしたうえで、公表

日である 2025 年 3月 5日以後終了する年次報告期間に係る気

候関連開示から適用することができるとしていた（2025 年基

準の第 100 項及び第 101 項参照）。 

BC219. 本基準は、「適用基準」及び「一般基準」と同時に適用しな

ければならないとしたうえで、公表日以後終了する年次報告

期間に係る気候関連開示から適用することができるとしてい

る（第 100 項及び第 101 項参照）。 

BC220. 当委員会における審議の過程では、2025 年基準の第 100 項

及び第 101 項のような定めを置くべき理由として、次の意見

が聞かれた。 

(1)  企業及び主要な利用者のニーズを踏まえると、可能な

限り早いタイミングで適用できるようにすることが適切

BC220. 当委員会における審議の過程では、第 100 項及び第 101 項

のような定めを置くべき理由として、次の意見が聞かれた。 

 

(1)  企業及び主要な利用者のニーズを踏まえると、可能な限

り早いタイミングで適用できるようにすることが適切と考
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と考えられる。 

(2)  2025 年基準並びに 2025 年に公表された「適用基準」及

び「一般基準」は、開示に関する基準であるため、期首に

遡って大量のデータ処理等をやり直すことにはならない

と考えられる。このため、公表日以後終了する年次報告期

間に係る気候関連開示から適用することとした場合でも

対応できる企業はあると考えられ、そのような企業に早

いタイミングでの適用を禁止すべきではないと考えられ

る。 

(3)  2025 年基準並びに 2025 年に公表された「適用基準」及

び「一般基準」は、IFRS サステナビリティ開示基準と相

当程度、整合性が図られており、IFRS サステナビリティ

開示基準を基礎として開示の準備を進めてきた企業にお

いては公表日以後終了する年次報告期間から報告できる

場合があると考えられ、これを禁止する理由はないと考

えられる。 

えられる。 

(2)  本基準、「適用基準」及び「一般基準」は、開示に関する

基準であるため、期首に遡って大量のデータ処理等をやり

直すことにはならないと考えられる。このため、公表日以

後終了する年次報告期間に係る気候関連開示から適用する

こととした場合でも対応できる企業はあると考えられ、そ

のような企業に早いタイミングでの適用を禁止すべきでは

ないと考えられる。 

 

(3)  本基準、「適用基準」及び「一般基準」は、IFRS サステ

ナビリティ開示基準と相当程度、整合性が図られており、

IFRSサステナビリティ開示基準を基礎として開示の準備を

進めてきた企業においては公表日以後終了する年次報告期

間から報告できる場合があると考えられ、これを禁止する

理由はないと考えられる。 

(b) 2026 年改正基準 

BC220-2. 2026 年改正基準では、変更に備えるための十分な時間を

確保すること、及び、我が国のサステナビリティ開示基準と

IFRS サステナビリティ開示基準に同時に準拠した開示を行う

企業のニーズを考慮し、2025 年公表の IFRS S2 号の修正にお

いて定められている発効日と整合的に、2027 年 1 月 1 日以後

 

（新 設） 
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開始する年次報告期間からの適用とすることとしている（第

101-2 項参照）。 

BC220-3. また、2026年改正基準によって対処される課題の多くは、

当委員会が 2025 年基準を開発する際に識別していた論点であ

ったことを踏まえると、改正をより早く適用することへの企

業のニーズがあると考えられたことから、早期適用を認める

こととしている。 

（新 設） 

BC220-4. 早期適用の開始時期については、IFRS サステナビリティ

開示基準との同時準拠を志向する企業において、2026 年改正

基準の公表前に終了する年次報告期間であっても、2026 年改

正基準を早期適用するニーズがあることを考慮し、2025 年公

表の IFRS S2 号の修正の公表日以後終了する年次報告期間に

ついて、早期適用ができることとしている。 

（新 設） 

BC220-5. さらに、第 101-2 項における 2026 年改正基準の適用時期

の定めと、2025 年基準の第 100 項及び第 101 項の定め（BC219

項及び BC220 項参照）との関係が分かりにくく、円滑な基準の

適用を妨げるおそれが生じる可能性があるとの指摘がなされ

たことを踏まえ、本基準を「適用基準」及び「一般基準」と同

時に適用しなければならないとする 2025 年基準の第 100 項の

定めについて、サステナビリティ開示基準に従った開示を行

う場合には、本基準を含むサステナビリティ開示基準のすべ

ての定めを一体として適用することを定めるものとして明確

（新 設） 
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化することとしている。また、第 101 項が 2025 年基準の適用

時期に関する定めであることを明確にすることとしている。 

ⅱ．経過措置 

(a) 法令の定めに基づきサステナビリティ開示基準に従った開

示を行う場合 

（本基準の最初の適用） 

経過措置が適用される報告期間 

BC221.  （略） 

ⅱ．経過措置 

(a) 法令の定めに基づきサステナビリティ開示基準に従った開

示を行う場合 

 

（経過措置が適用される報告期間） 

BC221.  （略） 

経過措置の適用 

BC224.  （略） 

（経過措置の適用） 

BC224.  （略） 

（2026 年改正基準の適用） 

BC225-2. 2026 年改正基準は、2025 年公表の IFRS S2 号の修正に含

まれている経過措置の内容を取り入れ、2026 年改正基準を適

用する最初の年次報告期間において、実務上不可能でない限

り、比較情報を更新することとしている（第 104-2 項参照）。

ここで、法令の定めに基づき 2026 年改正基準を適用する最初

の年次報告期間において比較情報の開示が必要となる企業の

数は相当程度限定されることから、この経過措置の影響は限

定的であると考えられる。 

 

（新 設） 

(b) 任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行う場合 

（本基準の最初の適用） 

BC226. 「適用基準」は、任意でサステナビリティ開示基準に従った

(b) 任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行う場合 

 

BC226. 「適用基準」は、任意でサステナビリティ開示基準に従った
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開示を行う場合、前報告期間に係る比較情報を開示しないこ

とができるとしている（「適用基準」第 73 項(2)）。したがっ

て、任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行う場

合の経過措置として、法令の定めに基づきサステナビリティ

開示基準に従った開示を行うときに適用可能な経過措置のう

ち、比較情報に関する定めを除いたものを定めることとした

（第 105 項参照）。この場合も、BC224 項と同様の理由により、

当該経過措置を適用している旨をそれぞれ開示しなければな

らない。 

開示を行う場合、前報告期間に係る比較情報を開示しないこ

とができるとしている（「適用基準」第 73 項(2)）。したがっ

て、任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行う場

合の経過措置として、法令の定めに基づきサステナビリティ

開示基準に従った開示を行うときに適用可能な経過措置のう

ち、比較情報に関する定めを除いたものを定めることとした。

この場合も、BC224 項と同様の理由により、当該経過措置を適

用している旨をそれぞれ開示しなければならない旨を定める

こととした（第 105 項参照）。 

（2026 年改正基準の適用） 

BC226-2．2026 年改正基準では、2026 年改正基準を適用する最初の

年次報告期間において、比較情報を開示する場合には、法令の

定めに基づきサステナビリティ開示基準に従った開示を行う場

合と同様に、比較情報を更新することとしている（第 105-2 項

参照）。 

 

（新 設） 

 
以 上 


